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　▼…愛知県長久手町。トヨタ博物館

から眺める丘陵地帯は、緩やかに広

がっていた。戦国ドラマの舞台となっ

た遙かな濃尾平野を愛知用水が南北に

縦断する。総延長1千キロを超える用水

整備は、世界銀行から借金してまで押

し進めた戦後の超大型公共事業の一つ

だった。

　▼…長久手、三好町など5市町に給水

している愛知中部水道企業団が、長野

県の木曽広域連合と「交流のきずな」を

結んだのが昨年夏。県境を越えて100キ

ロも離れた両地域が手を取り合うのは、

木曽川水系の水源を守るためだった。

今年6月からは、下流域の住民が水道使

用量1トンにつき1円を上乗せして料金

を支払い、水源涵養林保全の基金を造

成することも決まった。

　▼…森林は「自然のダム」としての機

能を持つから、下流域の住民が、莫大な

費用のかかるダム建設に代わる公共事

業を自己負担で行おうとしているとも

いえる。田中康夫長野県知事がダム事

業の見直しを図り、橋本大二郎高知県

知事が「水源税」の導入方針を打ち出し

たのとも、発想の根源は同じだ。

　▼…水は再生可能な資源だが、米国

スタンフォード大学の研究では、今の

ペースで水を使い続けると、30年後に

枯渇する、と警告している。水は、生活

ばかりでなく、産業活動にも欠かせな

い。涵養林保全基金の先鞭を付けたの

が、自動車工業のまち・豊田市であるこ

とも、うなづける。　　　　　　（梶）

森を治める者は、国を治める

　●特集「広報広聴機能」をどう拡充強化するか　
　●212ふるさと情報　……………　ふるさとＵ・Ｉターン者にお聞きします
　●最前線リポート　………………　カネ食い虫・公共下水道から方向転換
　●自治体北南　……………………　「保育ママ」事業4月スタート
　●ＢＯＯＫ    ………………………　田舎暮らしガイド

オンラインプレス「NEXT212」毎週金曜日発行
ＰＭ実践講座事務局／地域メディア研究所

Fax (011)761-8483  Tel (011)761-6039

vol.25    16.Feb,2001vol.25    16.Feb,2001vol.25    16.Feb,2001vol.25    16.Feb,2001vol.25    16.Feb,2001

The Northern eXpress to 212

pressTNeX 212-TTpress
NNeeXX 212212-- 25

webwebwebwebweb版版版版版 URL    http://www.com212.comURL    http://www.com212.comURL    http://www.com212.comURL    http://www.com212.comURL    http://www.com212.com



XXTTpressNNee 212212--

webwebwebwebweb版版版版版 URL    http://www.com212.comURL    http://www.com212.comURL    http://www.com212.comURL    http://www.com212.comURL    http://www.com212.com

2 8

　官主導・中央依存から住民が

主人公の自主自律のまちづく

りへ。地方自治は大きな転換点

に立たされています。地方分権

の時代にあって、行政と住民の

生きたコミュニケーションを

担保する自治体の広報広聴機

能の拡充は、行政改革を進める

起点ともいえます。広報広聴の

重要性は、次の三つの視点から

導き出される機能に集約され

ます。

　■広報広聴はなぜ重要か？

　⑴アカウンタビリティ～行

政の基本的な責務。情報の公開

により行政の透明性を高める

ことで、住民との間の信頼の絆

を強める

　⑵住民自治～行政を評価し

たり、政策決定や選択の判断材

料を提供するとともに、住民意

思・ニーズに耳を傾けること

で、住民参加の機会を広げる

　⑶パートナーシップ・協働社

会～情報を共有することで、行

政と住民、企業、ＮＰＯなどの

各セクターの連携と役割分担

による地域づくりを促す

　では、現在の広報広聴機能の

どこに問題があるのでしょう

か？右のチェックリストに

従って、自己点検して見て下さ

い。

一方通行、狭い情報チャンネル
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広報広聴機能をどう強化するか

　さて、どうでしょう。チェッ

ク項目が多いほど、現状に問

題点や課題が多いということ

になります。各グループごと

に、問題点は次のように整理

されます。

　Ａタイプ＝一方通行症候群

～広聴態勢が弱い上に、情報

提供も不十分なため、広報・広

聴のサイクルが循環・機能し

ていない

　Ｂタイプ＝お知らせ偏重症

～　「上意下達型」広報が主体

で、行政課題についての解説・

検証や、住民に対する問題提起

が広報の対象になっていない

　Ｃタイプ＝情報チャンネル狭

窄症～無駄な情報、非効率な情

報提供が目立つ。情報チャンネ

ルが限られ、必要な人に必要な

情報がタイミング良く提供され

ていない

広報広聴機能の自己診断リスト

　　　【Ａ群＝広聴について】
　□広聴の機能が弱く、広聴制度が不十分

　□住民意思、ニーズを把握する態勢が整っていない

　□住民情報が関係部署にとどまり、全庁的に共有されない

　□職員のコミュニケーション能力に限界がある

　□行政の呼び掛けに対する住民の反応が鈍い

　□民意を聞く窓口が十分開かれていない

　□住民モニターや公聴会が形式的、画一的

　　【Ｂ群＝広報について】

　□行政情報、住民情報とも量的に少ない

　□無益無害な行政情報が多く、パターン化している

　□断片的で、広報のタイミングが遅れがち

　□結果の報告に片寄り、プロセス情報が乏しい

　□情報が体系化、整理されていない

　□人的、資金的な制約から広報誌の内容に限界がある

　□情報公開制度が機能していない

　　【Ｃ群＝地域情報一般について】

　□伝えるべき対象が不明瞭、時期・方法が不適切

　□広域的な情報が重複したり、欠落する場合がある

　□情報が滞留し、地域内で共有化されていない

　□インターネットが観光情報の発信にとどまっている

　□新聞などのマスコミが十分活用されていない
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　自治体の広報広聴体制の整

備が総じて立ち遅れている背

景には、根本的に次のような問

題が潜在してると思います。

　①官主導の行政、お知らせ型

広報で十分とする認識が残っ

ている

　②情報蓄積、分析、加工の政

策決定過程がブラックボック

ス化している

　③行政情報が体系的に整理

されていない

　④情報提供、住民参加のルー

ル、手順が整理されていない

　それでは、これらの問題にど

う対処していけば良いので

しょうか。具体策を、5つの柱

にまとめて提起します。

　⑴制度改革

　第一に、住民参加条例などの

制定により、まちづくりの方向

と理念、ルールを明確にするこ

とが求められます。「参加と協

働」、情報の「公開から積極提

供へ」という考えが基本になる

でしょう。第二に、こうした理

念実現のための中長期にわた

る地域情報戦略の構築が課題

となります。

　⑵庁内態勢の強化

　第一に、組織体制の整備課題

として、広聴広報・リサーチ機

能の強化、情報センター機能の

整備など。第二に、職員のコ

ミュニケーション能力の開発、

情報を的確に使いこなすため

のリテラシー教育も必要で

しょう。第三には、デジタル化

されたネットワークなど情報

基盤の整備が求められます。

　⑶メディア開発

　行政情報、住民情報の伝達媒

体としては、既存の広報誌の内

容を拡充し、特に「お知らせ型

広報」から「解説・問題提起型

広報」へのシフトが優先課題に

なるでしょう。さらに、イン

ターネットのホームページや

広域情報イエローページ、住民

白書などメディアの多様化も

求められます。光ファイバー、

ＣＡＴＶ、携帯電話、デジタル

放送などＩＴを活用した多

チャンネル化、双方向化など次

世代対応も視野に入れるべき

でしょう。

　⑷パートナーシップの基盤

づくり

　ＮＰＯの育成、支援と、これ

らの組織のネットワーク化が

重点課題となるでしょう。ま

た、地域の観光、産業などと結

び付いた民間事業の育成や起

業支援などを進めながら、情報

の共有化を図る必要がありま

す。

　⑸広域連携による高度化・効

率化

　地域情報戦略、住民参加条例

の共同研究や広域連合による

広報広聴活動、広域的な情報の

ネットワーク化と地域情報セ

ンターの共同運営など、広域連

携がもたらすメリットは大き

いと考えられます。

情報共有と参加の理念を明確に

12345678901234567890123456789012123456789012345678901234567890121234567
12345678901234567890123456789012123456789012345678901234567890121234567
12345678901234567890123456789012123456789012345678901234567890121234567
12345678901234567890123456789012123456789012345678901234567890121234567
12345678901234567890123456789012123456789012345678901234567890121234567
12345678901234567890123456789012123456789012345678901234567890121234567
12345678901234567890123456789012123456789012345678901234567890121234567
12345678901234567890123456789012123456789012345678901234567890121234567
12345678901234567890123456789012123456789012345678901234567890121234567

広報広聴機能をどう強化するか

広報広聴の発展方向

　　　　【旧世代型】　　　　　　　　　【新世代型】

基本　受け身の公開　　➡➡➡➡➡　積極提供

　　　言いっ放し・聞きっ放し　➡　情報の地域循環・共有化

広報　お知らせ型　　➡➡➡➡➡➡　解説・問題提起型

　　　紋切り情報　　➡➡➡➡➡➡　ポイント情報とソース情報

　　　事後連絡・おととい情報　➡　経過重視・リアルタイム情報

　　　一方通行　　➡➡➡➡➡➡➡　双方向

　　　単チャンネル　　➡➡➡➡➡　多チャンネル

広聴　「何か意見を」型　  　➡➡➡　材料提供型

　　　一方通行　　➡➡➡➡➡➡➡　コミュニケーション重視

　　　一括り情報　　　➡➡➡➡➡　セグメント情報

　　　単チャンネル　　　➡➡➡➡　多チャンネル

　　　表層情報・拝聴型　　　➡➡　真相情報・リサーチ型
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大学の「知恵」を地域に還元
　自分たちの住む地域の政策

を自ら見直し、再構築すること

は、従来の国依存、中央依存の

パラダイムを転換し、自主自律

の道を求めることにほかなり

ません。地域情報が自治体と住

民、産、学の間を循環する過程

で「知恵」に昇華していくシス

テムを構築することが重要な

課題だと思います。

　■まちづくりのサ

ポーター

　また、情報を生か

して利用することが

まちづくりの知恵と

考えれば、多くの情

報と知恵を集積して

いる大学やシンクタ

ンクの学者、研究者、さらには

ＮＰＯなどの市民団体やマス

コミなど幅広く知恵を結集す

ることが、まちづくりの大きな

力となるはずです。

　特に、「知識や技術の地域還

元」「担い手の育成とネット

ワーク化」という面から考える

と、大学がまちづくり・地域活

性化にもっと貢献しても良い

ような気がします。大学におけ

る知恵の蓄積や新しい技術が

なかなか地域産業の発展やま

ちづくりに反映されないのは、

地域と大学との間の「接点」が

インターフェース

して欲しい」という希望も出さ

れました。

　確かに地域振興のプランニ

ングや新しい行政手法の導入

などの面で社会科学系の研究

者が活躍できる分野は大きい

と思います。「個」のレベルに

とどまらず、学生も含めた地域

大学の総合的な機能が、もっと

地域に還元されてもいいよう

な気がします。

　そうした意味では、

まず第一に大学と自

治体間の情報交換を

効果的・効率的に進

め る 「 イ ン タ ー

フェース機能」の整

備が求められます。

さらには、自治体職

員、ＮＰＯメンバーと研究者の

共同によるヒヤリングやサー

ベイなどの活動へと発展する

態勢づくりが必要になってく

るでしょう。地域プランニング

や住民とのコミュニケーショ

ン能力の養成や、パブリック・

マネジメントに重点を置いた

カリキュラム、講座の整備・充

実も求められます。　　　　　

　　　　　　　　　　　　（了）

　（地域メディア研究所

　　　　　代表・梶田　博昭）

２１２２１２の21世紀を考える
良くわかるマチづくり講座

9 情報編

希薄なことも大きな要因に

なっていると思います。

　大学内部には「地域に役立ち

たい。もっと利用していただき

たい」という考えはあっても、

何が求められているのかがも

う一つ不鮮明。自治体の側から

見ると、ダイオキシン問題やリ

サイクル対策などのほか、企業

会計や行政評価など社会科学

の分野でも大学の知恵を生か

せそうなのですが、どうも情報

のミスマッチが起きているよ

うです。

　■地域大学の総合力に期待

　昨年一月、小樽商大が開設間

もないビジネス創造センター

を地域の産業振興に役立てよ

うと、後志管内の首長らと懇談

の場を持ちました。官学連携の

新しい動きとして期待されま

すが、出席した首長の中からは

「産業面だけでなく、パブリッ

ク・マネジメントの面でも支援
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　■ 2/15　忠類村　Ｕ・Ｉターン者にインタ

ビュー　広

報誌から転

載している

「 Ｕ ・ Ｉ

ターン者に

お聞きしま

す」のコー

ナーに、新

たなインタ

ビューが追

加されてい

ます。今回

取り上げているのは親の会社を継ぐためにＵ

ターンした青年。これで同企画の登場者は 9組

になりました。

　■2/15　白滝村　リニューアル進行中　トッ

プページの「最近の話題」では、2月25日に100

キロクロカンが行われること、休業中の北大雪

スキー場で、村内の愛好者が簡易ロープトウを

土・日・祝日のみ運行していることがアナウン

スされています。

　■ 2/14　札幌広域圏組合　まちづくりセミ

ナー　3月1、2の両日開催する「広域圏まちづ

くりセミナー」情報がアップされています。地

域通貨や地方自治体の行政経営改革などについ

て、それぞれの専門家が講演するようです。申

し込みフォームのページもあります。

　■2/14　旭川市　都市計画関連データベース

更新　都市計画課「都市計画関連データベース」

ページが更新されています。同ページは都市計

画法をはじめとする関連法、法令、政令のほか、

同市の条例、規則までWEB上で閲覧できます。

　■ 2/14　北海道　ＷＥＢ版「道民便利帳」　

道が編集している「道民便利帳」のＷＥＢ版が

アップされています。問い合わせの窓口などを

212ふるさと情報
拾い読み

ＨＰ 調べる際、便利かも知れません。このほか、記

者発表資料もＷＥＢ上で閲覧できるようにした

ようです。

　■2/13　「自治体改革を考える」　行革リンク

　札幌市職員の方が開設していらっしゃる個人

ホームページ「自治体改革を考える」に、「行革

リンク」が新設されています。各地の取り組み

のリンクで、北海道関係では道、札幌市、北見

市、石狩市、ニセコ町の関連ページへのリンク

があります。

　■ 2/13　宗谷支庁　エコマネーセミナー　2

月 25日に利尻町で、同 26日に稚内市でそれぞ

れ開く「エコマネーセミナー」の情報ページが

アップされています。電話、ファクス、メール

で申し込みを受け付けています。

　■2/13　札幌市　家電リサイクルの仕組み　

「消費者センターガイド」ページのトピックス

に、4月からスタートする家電リサイクル法へ

の対応が分

かり易く説

明されてい

ます。新し

い仕組みの

解説図もあ

ります。

　■ 2 / 1 0

　奥尻町　

「全国への

お詫び」　

収賄容疑などで町長が逮捕された事件に関連し

て、「全国の皆さんへのお詫び」と題したページ

がアップされています。北海道南西沖地震災害

で全国からの支援を受け、平成10年３月には完

全復興宣言までした矢先の不祥事であり、「誠に

申し訳なく陳謝する」などとしています。

　（注：アクセスは http://com212.comからど

うぞ）
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NEWS

●

●

　● 2/14　那覇市

（沖縄県）　４月から

「保育ママ」事業ス

タート

　那覇市は、保育所

への入所を待ってい

る「待機児童」の解消

なった。国家公務員を対象に国が制定した「任

期付職員法」に準じながら、市独自の要綱を策

定する。採用に当たっては知識、技能、経験を

重視し、待遇は正規職員に準じる。

　●2/12　藤沢市（神奈川県）　ミックスペー

パーを資源ごみとして回収

　藤沢市は、2001年 4月から「可燃ごみ」に

混入するミックスペーパー（紙くず）を「資源

ごみ」として分別回収することになった。現

在、資源ごみとして回収されている紙類は新

聞、雑誌、本類などだが、可燃ごみ約 10万ト

ンの中には包装紙、チラシ、紙袋、パンフレッ

トなど再利用可能な紙類が約 7％含まれてお

り、これら「ミックスペーパー」を分別回収す

れば、約350万個のトイレットペーパーに相当

し、ごみ処理費用も節約できるという。　　　

　● 2/9　浄法寺町（岩手県）　町営の合併浄

化槽を全町に整備

　浄法寺町は、2001年度から町内全域を対象

に、町営の合併浄化槽設置事業を実施するこ

とになった。向こう１５年間で全世帯、約1500

戸の設置を目指す。同町では95年度に町下水

道基本構想を策定したが、町、住民の事業費負

担が大きいため合併浄化槽に一本化した。住

民負担は事業費の10％の約11万円で、公共下

水道などに比べ大幅に負担が軽減される。設

置、維持管理は町の責任で行う。

　● 2/5　大宮町（京都府）　市町村合併で幹

部職員の研修会開催

　大宮町は、町幹部ら 35人を対象に、市町村

合併に関する研修会を開催した。近く「合併検

討委員会」を設置する予定で、研修会の講師を

務めた上田紘士副知事が、県の策定した「合併

推進要綱」などを説明し、合併に関する議論を

高めるよう求めた。

●

●

●

を目的に、保育士、看護婦の資格を持つ人が自

宅で 3歳未満の乳幼児を保育する「保育ママ

（家庭的保育者）」事業を4月からスタートさせ

ることになった。保育ママは、市内在住の 25

～65歳の有資格者で、自宅に専用の部屋があ

るなどの条件を満たす人で、市が審査、選定す

る。

　●2/14　一関市（岩手県）　入札会を市民に

原則公開

　一関市は、指名競争入札執行の手続きの透

明性を確保するため、工事や物品購入の入札

会を原則公開にすることを決めた。入札の日

時や傍聴者の要領などを事前告知し、入札の

実際のやり取りを市民に公開する。1週間前ま

でに市役所 1階の市民室に通知書を掲示する

ほか、市のホームページにも掲載する。

　●2/14　仙台市（宮城県）　交通局が新経営

健全化計画

　仙台市交通局は、2001年度から向こう５年

間で職員を現在の945人から約150人削減、約

7億円の人件費抑制を盛り込んだバス事業の経

営健全化計画を策定した。循環バス活用など

路線の効率化や採算性の低い路線の整理、清

掃業務などの外部委託・競争入札などに取り

組む一方、車体広告などの増収策も図り、2005

年度の黒字転換を目指す。

　● 2/12　岡山市　民間人の「任期付き任用

制度」導入へ

　岡山市は、2001年度から専門的な技能を持

つ職員を 5年以内に限って民間から幅広く登

用する「任期付き任用制度」を導入することに

●

●
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秋田県・二ツ井町　合併浄化槽普及事業最前線リポート　

公共下水道から転換、事業費7分の1
　全国市町村の下水道事業は、

旧建設省の公共下水が６割、残

りは旧農水省の集落排水で進

められています。下水管の敷設

や処理場建設の約2分の1に国

庫補助が付きますが、残りは自

治体の負担です。多くは起債に

頼り、返済や維持管理費は料金

収入でまかなうのが原則と

なっています。しかし、下水道

会計の 99％が収支赤字で、人

口密度が低くなるほど割高な

傾向にあるのが実情です。

　■下水道事業の危機的状況

　地方財政の逼迫を背景に下

水道事業の危機は年々深刻さ

を増し、事業継続のためには下

水道料金を上げるか、下水道以

外の方策に頼るしかありませ

ん。このため、岐阜県輪之内村

では、総事業費が町の年間予算

の1.5倍に当たる141億円にも

なるのに対して、住民が下水道

事業の差し止めを求める行政

訴訟を起こす事態にまで発展

しました。

　下水道事業に潜む落とし穴

にいち早く気付いた二ツ井町

では、計画中の公共下水道を見

直し、町全域を合併処理浄化槽

で整備することに方向転しま

した。公共下水道の対象人口は

7000人で、下水道の場合事業

費は約 180億円で町支出金が

約 27億円。これに対し合併浄

化槽の場合は、事業費約 20億

円で町支出が8億円。建設時の

接続のための負担金は、公共下

水道が 66万 5千円に対し、合

併処理浄化槽（5～10人用）の

設置費が 53万 9千円。この試

算に基づいて、公共下水道をや

め、その費用を合併処理浄化槽

の補助に上乗せすることにし

たのです。

　■低コスト、国も普及後押し

　合併浄化槽は、人口のまばら

な郡部でこそコスト面のメ

リットを発揮し、し尿ばかりで

なく生活排水による環境への

影響を最小限にとどめるシス

テムとして有効性が実証され

たのです。こうした二ツ井町の

試みが、近年注目を集め、福岡

県城島町などのように下水道

事業から合併浄化槽にシフト

する動きが目立ってきていま

す。政府も合併浄化槽普及の支

援策を強化しています。

　二ツ井町では、こうした経験

を基に住民の環境意識が高ま

りを見せ、住民総ぐるみによる

ＩＳＯ14001の取得や、木質系

バイオマス技術を生かした新

しい地域エネルギーの活用な

どに取り組んでいます。

合併浄化槽の設置作業
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BOOKBOOKBOOKBOOKBOOK　　　　　　　　　★オススメ　◎入門向け

　【Ｕターン・田舎暮らし関連図書】

　●怒涛の農村ライフ風雲録～北海道の爆笑

マイペース田舎暮らしエッセー　富田きよむ

著、山と渓谷社刊。1300円、2000年9月発行。

　●週末田舎暮らしのすすめ～ゼロからのセ

カンドハウス建築計画 　「脱・都会」を宣言

し、田舎でのんびりと暮らしたい、という願望

が叶わないなら。週末だけでも都会を離れて

みるセカンドハウス建築計画を紹介。大高利

之著、文芸社刊。1000円、2000年 7月発行。

　●農業をやろう！田舎で生きる人のための

「就農マニュアル」　斎藤一夫文・秋山忠右写

真、山海堂刊。1700円、2000年 6月発行。

　●わたしの田舎暮らし～子育て後の生きが

いと老い支度　犬や猫とのふれあい、瑞々し

い自然と向きあう生活を描く。　俵萠子著、大

和書房刊。1600円、2000年 6月発行。

　●選択・定年田舎暮らし　定年後の田舎へ

の引っ越しは、人生の引っ越し。新しい自分探

しの手引き書。湯川豊彦著、宝島社刊。690円、

2000年 4月発行。

　●田舎暮らし大募集～緑の編　衣食住から

エネルギーの自給術を先達から学ぶ。移住者

を積極的に受け入れる自治体情報や循環農業

などもガイド。田舎暮らしネットワーク編、田

舎暮らしネットワーク刊。1524円、2000年4

月発行。

　●失敗しない田舎暮らし入門～田舎不動産

の取得法から農村生活の楽　15年間の取材体

験と情報をもとに書き下ろした田舎暮らし完

全ガイド。失敗・トラブル例を織り交ぜなが

ら、田舎暮らしのノウハウを伝授。　山本一典

著、洋泉社。1300円、99年 11月発行。

　●快適田舎暮らしのすすめ　田舎の土地の

探し方・家の建て方から田舎暮らしの愉しみ

方まで、田舎暮らしのベテランが集大成。信太

一高著、双葉社刊。1400円、99年 8月発行。

INFORMATION
　本紙「NEXT212」の継続配信とバック

ナンバーをご希望の場合は、下記にお問

い合わせ下さい。配信は無料ですが、電

子メールに PDFファイルを添付する送信

を原則としています。

　事務局：電話 011（761）6039

　E-mail：webmaster@com212.com

　●これが決め手だ！Ｕターン就職成功術　

就職情報研究会編、実務教育出版刊。950円、

98年 11月発行。
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